
【様式第1号】

自治体名：安堵町

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 7,178,139   固定負債 2,763,136

    有形固定資産 6,812,156     地方債 2,584,337

      事業用資産 6,623,124     長期未払金 -

        土地 3,544,097     退職手当引当金 178,799

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 8,489,999     その他 -

        建物減価償却累計額 -5,510,221   流動負債 409,566

        工作物 82,733     １年内償還予定地方債 336,402

        工作物減価償却累計額 -23,069     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 70,819

        航空機 -     預り金 2,345

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 3,172,703

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 39,586   固定資産等形成分 8,328,908

      インフラ資産 68,707   余剰分（不足分） -2,996,555

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 89,262

        工作物減価償却累計額 -20,555

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 294,086

      物品減価償却累計額 -173,762

    無形固定資産 32,593

      ソフトウェア 32,593

      その他 -

    投資その他の資産 333,391

      投資及び出資金 10,715

        有価証券 410

        出資金 6,030

        その他 4,275

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 65,842

      長期貸付金 28,410

      基金 204,829

        減債基金 -

        その他 204,829

      その他 27,000

      徴収不能引当金 -3,404

  流動資産 1,326,916

    現金預金 158,542

    未収金 17,608

    短期貸付金 -

    基金 1,150,768

      財政調整基金 665,709

      減債基金 485,059

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -2 純資産合計 5,332,353

資産合計 8,505,055 負債及び純資産合計 8,505,055

貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：安堵町

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 76,189

純行政コスト 3,533,427

    その他 -

  臨時利益 76,189

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 3,609,616

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 299,533

    使用料及び手数料 84,931

    その他 214,601

      社会保障給付 296,335

      他会計への繰出金 344,289

      その他 127,732

        その他 27,486

    移転費用 1,832,063

      補助金等 1,063,708

      その他の業務費用 48,939

        支払利息 18,048

        徴収不能引当金繰入額 3,406

        維持補修費 145,881

        減価償却費 242,100

        その他 -

        その他 46,725

      物件費等 1,186,286

        物件費 798,306

        職員給与費 724,316

        賞与等引当金繰入額 70,819

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 3,909,149

    業務費用 2,077,086

      人件費 841,860

行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：安堵町

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 4,878,663 8,268,680 -3,390,017

  純行政コスト（△） -3,533,427 -3,533,427

  財源 3,987,117 3,987,117

    税収等 2,500,090 2,500,090

    国県等補助金 1,487,027 1,487,027

  本年度差額 453,690 453,690

  固定資産等の変動（内部変動） 60,227 -60,227

    有形固定資産等の増加 269,454 -269,454

    有形固定資産等の減少 -242,100 242,100

    貸付金・基金等の増加 108,652 -108,652

    貸付金・基金等の減少 -75,779 75,779

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 453,690 60,227 393,462

本年度末純資産残高 5,332,353 8,328,908 -2,996,555

純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日



【様式第4号】

自治体名：安堵町

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 2,698

本年度歳計外現金増減額 -353

本年度末歳計外現金残高 2,345

本年度末現金預金残高 158,542

    その他の収入 -

財務活動収支 -190,010

本年度資金収支額 26,339

前年度末資金残高 129,858

本年度末資金残高 156,197

  財務活動支出 338,353

    地方債償還支出 338,353

    その他の支出 -

  財務活動収入 148,343

    地方債発行収入 148,343

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -149,968

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 128,421

    国県等補助金収入 91,990

    基金取崩収入 36,431

【投資活動収支】

  投資活動支出 278,389

    公共施設等整備費支出 269,454

    基金積立金支出 8,935

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 366,317

  業務収入 4,005,087

    税収等収入 2,495,429

    国県等補助金収入 1,395,005

    使用料及び手数料収入 81,871

    その他の収入 32,782

    移転費用支出 1,832,063

      補助金等支出 1,063,708

      社会保障給付支出 296,335

      他会計への繰出支出 344,289

      その他の支出 127,732

    業務費用支出 1,806,707

      人件費支出 837,608

      物件費等支出 944,186

      支払利息支出 18,048

      その他の支出 6,865

資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 3,638,770



１　重要な会計方針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法
　①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの・・・・・・取得原価
　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの・・・・・・取得原価
　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　①子会社・関連会社株式・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。
　②その他有価証券
　　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・取得原価（又は償却原価法）

　③出資金・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額
　　ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法による原価法

（４）有形固定資産等の減価償却の方法
　①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・定額法
　　なお、主な耐用年数は次のとおりです。
　　　　建物　　　　　　８年から５０年
　　　　工作物　　　　１０年から７５年
　　　　物品　　　　　　３年から１５年
　②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・定額法
　　　　ソフトウェア　　５年

（５）引当金の計上基準及び算定方法
　①徴収不能引当金

　②賞与等引当金

　③退職手当引当金

（６）リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引

注　記

　　ただし、時価又は実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っていま
  す。

　未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上して
います。

　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい
て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

　奈良県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給
された額の総額を控除した額に、奈良県市町村総合事務組合における積立金額の運用益のうち安堵町へ
按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（原則、リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総
額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除く。）



　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（７）資金収支計算書における資金の範囲
　現金及び現金同等物

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①物品及びソフトウェアの計上基準

②資本的支出と修繕費の区分基準

2　重要な後発事象
　特にありません。

3　偶発債務
　特にありません。

4　追加情報
（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
①一般会計等財務書類の対象範囲は、次のとおりです。
一般会計
住宅新築資金等貸付特別会計

③千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

実質赤字比率　　　　　　　 －％（赤字額なし）
連結実質赤字比率　　　　 　－％（赤字額なし）
実質公債費比率　　　　　　6.1％
将来負担比率　　　　　　 24.0％（負債額より将来見込収入が多い）
⑤繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越明許費　　　　　　　　　　　9,665千円

（２）貸借対照表に係る事項

 標準財政規模　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　2,386,705千円
 当年度の元利償還金等に係る基準財政需要額算入額　　　     323,243千円
 将来負担額　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　 4,675,220千円
 充当可能基金額　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,150,769千円

特定財源見込額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　       30,048千円
 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　　  　　 2,997,710千円

（３）純資産変動計算書に係る事項
　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
①固定資産等形成分
　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
②余剰分（不足分）
　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

（４）資金収支計算書に係る事項

　なお、過去の資産形成において借り入れた地方債等の負債を有していることから、マイナス表示と
なっています。

　物品については、取得価額又は見積価格が５０万円以上（美術品は３００万円）以上の場合に資産と
して計上しています。

　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が６０万円未満であるとき、又は固定資産の取得価
額等のおおむね１０％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。

②地方自治法第２３５条の５に基づく出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもっ
て、会計年度末の計数としています。

④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでい
ます。



①基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
 基礎的財政収支            206,901千円

②既存の決算情報との関連性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

  区分　　　　　      　　　　　　　歳入（収入）　　歳出（支出）
歳入歳出決算書

  一般会計　　　　　          　　　4,411,020        4,254,824
 住宅新築資金等貸付特別会計           26,196  　       26,196

  会計間取引の相殺                   ▲25,508         ▲25,508
 繰越金に伴う差額                  ▲129,858               -

合計　　　　　　　　　　　　  　　4,281,850        4,255,512

  資金収支計算書　　　              4,281,850        4,255,512

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額の内訳
資金収支計算書の業務活動収支　　　　　　　     366,317千円

 投資活動収入の国県等補助金収入　　　　　　      91,990千円
 未収債権、未払債務等の増加　　　　　　　        53,034千円

減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　     ▲242,100千円
 徴収不能引当金繰入額（増減額）　　　　　         3,406千円

賞与等引当金繰入額（増減額）　　　　　　      ▲70,819千円
 退職給与引当金繰入額（増減額）　　　　　 　          0千円

 その他流動負債の減少                           251,862千円
純資産変動計算書の本年度差額　　　　　　       453,690千円

④一時借入金
　資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
　なお、一時借入金の限度額は、次のとおりです。
一時借入金の限度額　　　　　　　　　　　　     601,000千円


